
(注８) 次のセグメントにおいて、前中期目標期間繰越積立金の取り崩しを財源とする費用が計上
されております。

セグメント区分 大学院工学研究科

金額（千円） 7¶309

20．寄附金の明細

区 分 当期受入額(千円) 件数（件） 摘 要

大学院医学系研究科 3¶591¶469 1¶766 521¶437千円、427件

法 人 共 通 1¶780¶731 1¶950 698¶343千円、８件

大学院工学研究科 1¶490¶170 1¶197 1¶033¶036千円、757件

微 生 物 病 研 究 所 790¶965 417 101¶450千円、364件

医 学 部 附 属 病 院 221¶015 150 101¶374千円、40件

歯 学 部 附 属 病 院 27¶304 68 18¶700千円、53件

そ の 他 2¶644¶435 24¶930 1¶575¶825千円、24¶254件

合 計 10¶546¶091 30¶478 4¶050¶169千円、25¶903件

~ 摘要欄には、現物寄附の金額及び件数を内数にて記載しています。
21．受託研究の明細

（単位：千円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託研究等収益 期 末 残 高

大学院工学研究科 109¶074 2¶592¶193 2¶492¶733 208¶534

レーザーエネルギー学
研究センター

105¶452 116¶991 57¶486 164¶957

産 業 科 学 研 究 所 10¶621 1¶718¶475 1¶570¶904 158¶192

大学院基礎工学研究科 38¶237 555¶854 442¶272 151¶819

大学院理学研究科 108¶327 367¶035 339¶665 135¶697

大学院医学系研究科 121¶209 1¶458¶251 1¶453¶262 126¶197

医 学 部 附 属 病 院 757¶498 624¶932 743¶873 638¶557

歯 学 部 附 属 病 院 385 1¶740 1¶557 567

そ の 他 187¶389 4¶035¶801 3¶915¶672 307¶518

合 計 1¶438¶194 11¶471¶276 11¶017¶428 1¶892¶041

22．共同研究の明細
（単位：千円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託研究等収益 期 末 残 高

大学院工学研究科 310¶267 968¶013 986¶438 291¶841

大学院医学系研究科 198¶110 533¶119 496¶966 234¶263

接 合 科 学 研 究 所 27¶577 167¶286 140¶989 53¶874
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(注６) 業務収益のうち、法人共通52¶413¶167千円は本部事務機構における収益ならびに各セグメ
ントへ配賦しなかった収益であり、その主な内容は本部事務機構で一元的に予算管理を行っ
ている運営費交付金収益36¶973¶406千円並びに学生納付金収益12¶303¶497千円であります。
なお、各セグメント区分において発生した為替差損については、マイナスの為替差益とし
て財務収益に含めて表示しております。

(注７) 帰属資産のうち、法人共通124¶484¶582千円は本部事務機構における資産ならびに各セグメ
ントへ配賦しなかった資産であり、その主な内容は本部事務機構の土地、建物、有価証券、
現金預金であり、それぞれ70¶428¶789千円、11¶231¶702千円、25¶975¶084千円、12¶864¶407千円
であります。

(注９) 医学部附属病院セグメントにおける運営費交付金収益は、国が予算積算した運営費交付金
を収益化した場合の相当額と313¶576千円差額がありますが、これは国の予算積算額に対し
て、教育・研究環境の充実にあたり共同実施分として大学院医学系研究科に拠出したことに
よる300¶000千円、及び東日本大震災により物品の供給が完了しなかったため運営費交付金
を次年度に繰り越したことによる14¶490千円を計上しなかったこと、並びに医学部附属病院
所属の承継職員に対する退職手当における予算積算額と実績額との差額913千円を計上した
ことによるものであります。

(注10) 歯学部附属病院セグメントにおける運営費交付金収益は、国が予算積算した運営費交付金
を収益化した場合の相当額と77¶474千円差額がありますが、これは国の予算積算額に対して、
東日本大震災により物品の供給が完了しなかったため運営費交付金を次年度に繰り越したこ
とによる33¶988千円、並び歯学部附属病院所属の承継職員に対する退職手当における予算積
算額と実績額との差額として次年度へ繰り越したことによる43¶485千円を計上しなかったこ
とによるものであります。

(注11) 附属病院セグメントにおける運営費交付金収益の計上方法の変更について
業務収益のうち、医学部附属病院セグメント及び歯学部附属病院セグメントにおける運営
費交付金収益について、従来は収益化基準に関する要領に従い人件費相当に対応する額を計
上しておりましたが、当事業年度より附属病院における財務状況を明確に反映されるよう予
算配分額により計上することと変更したものであります。
なお、前事業年度と同一の方法によった場合と比べて、医学部附属病院セグメント及び歯
学部附属病院セグメントの運営費交付金収益がそれぞれ2¶342¶517千円、89¶012千円減少し、
業務収益及び業務損益がそれぞれ同額少なく計上されております。
また、法人共通の運営費交付金収益についても、前事業年度と同一の方法によった場合と
比べて2¶431¶530千円増加し、業務収益及び業務損益がそれぞれ同額多く計上されております。

(注12) 運営費交付金収益の計上基準の変更について
当事業年度より、国立大学法人大阪大学業務達成基準取扱要領に基づき、業務の達成度を
客観的に把握できるプロジェクト事業について、業務達成基準を適用しております。
このことにより、前事業年度と同一の方法によった場合と比べて、法人共通の運営費交付
金収益が717¶424千円減少し、業務収益及び業務損益がそれぞれ同額少なく計上されており
ます。

(注13) 資産除去債務に関する会計基準の適用について
当事業年度より、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」の改訂に伴
い資産除去債務に関する会計基準を適用したことから、前事業年度と同一の方法によった場
合と比べて、医学部附属病院セグメントの診療経費が149千円増加し、業務費用が同額多く
計上され、業務損益が同額少なく計上されております。
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